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査票は、郵送にて配付し、返信用封筒にて回収した。調査期間は、2019 年 10 月 11 日～ 2019
















































集計したところ、「重点項目の 1つに位置づけている」社協は、多いところで 18 項目、少ない




































































































































































































トワークを構築している」社協が 15 件（23.8％）である（図 13 参照）。個別支援をもとに、地
域の関係機関等との連携を拡充し、地域ネットワークの構築へとつながっていると考えられる。
また、地域の他機関連携・協働のなかで、相談ネットワークの中核的機能を担っているのは
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次に、連携している機関・団体等の数を尋ねた結果は、「1～ 5団体」が 32 件（38.1％）、「6
～ 10 団体」が 25 件（33.3％）、「11 団体以上」が 16 件（25.4％）である（図 15 参照）。
しかし、中核的機能を担っている機関と連携している機関・団体の数をクロス集計した結果
では、「行政が中核的機能を担っている」ところでは、「1～ 5団体」が多く 16 件（66.7％）、「社
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